
＊こども(概ね18歳未満)
＊子育て当事者

令和２～６年度 令和７～11年度

＊こども ＊若者(概ね30歳未満)
＊子育て当事者

＊次世代育成支援行動計画
＊子どもの貧困対策計画
＊母子保健計画

＊第三次市子ども・子育て支援事業計画

＊次世代育成支援行動計画
＊こどもの貧困の解消に向けた対策計画

＊成育医療等基本計画
＊子ども・若者計画

いわき市こども計画
（第三次いわき市こどもみらいプラン

第二次いわき市
子ども・子育て支援事業計画

（第二次いわき市こどもみらいプラン）

318,704人 296,871人

令和11年度(推計値)令和６年度(実績値)

約22,000人減少

10.9% 9.8%1.1%減少

43,531人 36,968人約6,500人減少

※4/1時点の現住人口
※コーホート変化率法により算出

※4/1時点の０～14歳の人口が
総人口に占める割合

※4/1時点の０～17歳の人口の推移

本市の総人口は減少傾向にあり、０～14歳の年少人口の割合や児童人口は減少していくこと
が見込まれます。また、こども・子育てをめぐる主な課題については、次のとおりです。

計画期間

対象者

包含する
計画

市の総人口

年少人口の
割合

児童人口の
推移

本市のこども・子育て支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、令和７～11年度を計画
期間とする「いわき市こども計画（第三次いわき市こどもみらいプラン）」を策定します。
国の「こども基本法」や「こども大綱」に基づき、若者も計画の対象に含みます。

計画の大きな方向性を示す「⑴基本理念」と、具体的な基本目標や取組みを体系的に位置付
ける「⑵施策体系」を定めます。
また、施策の成果を図るための「⑶成果指標」を第三次プランから新たに設定します。

子どもまんなか
笑顔と夢が広がるまち
いわき

第二次プラン

新理念

第三次プラン

①市職員ワーキングループ
②高校生から意見聴取
③児童福祉専門分科会から意見聴取
により決定

高校生からの意見聴取

第二次プラン 第三次プラン

Ⅰ 安心して子どもを産み育てるために

Ⅰ こども・若者が権利の主体として
生きられるために

Ⅱ 子どもが健やかに育まれるために

Ⅲ 支援を必要とする子どもと
その家庭のために

Ⅳ 子育てを地域全体で支えるために

Ⅱ 安心してこどもを産み育てるために

Ⅲ こども・若者が健康で自分らしく
成長するために

Ⅳ 支援を必要とする
こども・若者とその家庭のために

こども・若者の権利に重点を置いた
基本目標を新たに設定

全基本目標の土台となる共通事項として、単独の基本目標とはせず
各基本目標に組込む形で統合

成果指標 区分 現状値 目標値

「こどもまんなか社会の実現に向かってい
る」と思う人の割合

中学２年生 40.5%

70.0%就学前児童の保護者 13.3%

小学生の保護者 14.8%

「今の社会は結婚、妊娠、こども・子育て
に温かい社会に向かっている」と思う人の
割合

中学２年生 43.5%

70.0%就学前児童の保護者 17.0%

小学生の保護者 19.8%

「こどもに関する政策において自分の意見
がきいてもらえている」と思う人の割合

中学２年生 70.0%35.8%

乳幼児健康診査の受診率

４か月児 97.9%

10か月児 93.5%

１歳６か月児 97.1%

３歳児 96.1%

100%

「生活実態調査」で、「生活困難層」に区
分された家庭の割合

小学５年と
中学２年の家庭

23.6% 現状以下

幼稚園や保育所、放課後児童クラブなど、子育て支援サービスの提供体制整備を進めるため、
各種サービスの「量の見込み（需要）」と「確保方策（供給）」を設定します｡
また、計画期間における推進体制等について記載します。

計画
全体

基本
目標Ⅰ

基本
目標Ⅱ

基本
目標Ⅲ

基本
目標Ⅳ

基本
目標Ⅰ

安心して子どもを
産み育てるために

基本
目標Ⅱ

子どもが健やかに
育まれるために

基本
目標Ⅲ

支援を必要とする
子どもと
その家庭のために

基本
目標Ⅳ

子育てを地域全体で
支えるために

第１章：計画の概要 第３章：基本方針 第４章：こども・子育て支援施策

第２章：現状と課題

第５章：需給計画 第６章：計画の推進

⑴ 基本理念

⑵ 施策体系（基本目標を抜粋）

⑶ 主な成果指標

⑴ 人口の現状

⑵ こども・子育てをめぐる主な課題

資料１

保育所や放課後児童クラブにおいて待機児童が発生しており、保育士不足
の解消など受け入れ体制の強化が必要です。また、情報発信について、子
育て当事者の情報源の主流はSNSであるなど、ニーズに合わせた取組が必要
です。

こどもが健やかに育まれるためには、こどもが自らの権利を正しく理解し、
自らを守る方法や、困難を抱える時に助けを求め、回復する方法を適切に
行使できる力を身につける必要があることから、こどもの権利の普及啓発
の強化が必要です。

ヤングケアラーの支援を強化していますが、相談件数が少なく、支援が届
いていない潜在的なケアラーもいると想定されるため、更なる啓発活動が
必要です。

保育士の加配が必要な児童数の増加に伴う保育士不足が生じており、待機
児童も発生していることから、引き続き保育士の人材確保を図る必要があ
ります。


